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1. はじめに 

本町では、特定環境保全公共下水道事業や農業集落排水事業等の各種汚水処理事業について、

令和６年度より、特別会計から公営企業会計に移行しています。会計上では、各種汚水処理事業

をまとめて下水道事業としています。 

各事業の整備状況については、平成６年度に事業を着手している特定環境保全公共下水道事業

等、鋭意整備を進めおり、令和６年度時点の汚水処理人口普及率※は 85.8%となっています。 

 

近年、我が国は、人口減少・高齢化社会の到来を迎え、下水道職員数や料金収入減少が課題と

なっています。これらは、本町でも共通の課題となっています。また、施設の老朽化が顕在化し

つつあり、厳しい経営環境が問題となっています。そのような環境の中、大規模地震や集中豪雨

がもたらす浸水といった災害を踏まえた下水道施設及び組織体制の整備等が必要な状況です。 

 

このような状況に対応し、汚水処理事業の継続に必要な投資は行いながら、経営基盤を強化す

るための取組みを進めていくための基本計画として「色麻町下水道事業経営戦略」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚水処理人口普及率：汚水処理施設の普及状況を表す指標。汚水処理施設を利用できる人口を総人口で割って 

算出した値。 
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2. 事業の現況 

本町における生活排水処理施設整備は、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特

定地域生活排水処理事業、個別排水処理施設整備事業により進められています。 

 

特定環境保全公共下水道事業は主に市街地を対象とし、各家庭等の汚水をまとめて処理する集

合処理方式となっています。農業集落排水事業は、農業集落を対象とした集合処理方式となって

います。 

一方で、特定地域生活排水処理事業及び個別排水処理施設整備事業については、合併浄化槽に

より各家庭等の汚水を個別に処理する個別処理方式となっています。両事業の違いとして、特定

地域生活排水処理事業については、水道水源の保全のために生活排水対策の緊急性が高い地域に

おいて実施される事業となっています。 

 

なお、平成 20 年度に最適化※検討を実施しています。その検討では、特定環境保全公共下水道

事業の計画区域を削減し、その区域を合併浄化槽によって水洗化を進めるものとして、現況の事

業形態となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最適化：公共下水道、農集、浄化槽等の各事業において、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択する 

こと等を意味する。 
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図 2-1 各汚水処理事業の計画区域 
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2.1. 施設状況 
各汚水処理事業の施設状況は下表に示すとおりです。 

 

表 2-1 特定環境保全公共下水道事業の施設状況 

項  目 内   容 備   考 

処理区・地区名 色麻処理区 161.9 ha(全体計画＝事業計画) 

計 画 人 口 3,200 人 目標年次：R17（R1 全体計画） 

計 画 汚 水 量 
日 平 均    1,310 ｍ3/日 
日 最 大    1,520 ｍ3/日 
時間最大    2,840 ｍ3/日 

目標年次：R17（R1 全体計画） 

処 理 場 名 色麻浄化センター  

計画処理能力  1,800 ｍ3/日  

処 理 方 式 オキシデーションディッチ法  

供 用 開 始 平成 12 年度  

整備面積 161.9 ha 最新：令和 6 年度(整備完了) 

処理区域内人口 3,459 人 最新：令和 6 年度 

処理水量 260 千㎥/年 最新：令和 6 年度 

有収水量 260 千㎥/年 最新：令和 6 年度 

 

表 2-2 農業集落排水事業の概要 

項  目 内   容 備   考 

処理区・地区名 大村地区 70.0 ha 

計 画 人 口 990 人  

計 画 汚 水 量 
日 平 均    267.3 ｍ3/日 
時間最大    32.2 ｍ3/時間 

 

処 理 場 名 大村浄化センター  

計画処理能力  327 ｍ3/日  

処 理 方 式 JARUS-3 型 流量調節槽前置嫌気性接触ばっき方式 

供 用 開 始 平成 9 年度  

整備面積 70.0 ha 最新：令和 6 年度(整備完了) 

処理区域内人口 777 人 最新：令和 6 年度 

処理水量 67 千㎥/年 最新：令和 6 年度 

有収水量 54 千㎥/年 最新：令和 6 年度 
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表 2-3 特定地域生活排水処理事業の施設状況 

項  目 内   容 備   考 

処理区・地区名 
特定環境保全公共下水道事業及び農

業集落排水事業計画区域以外の区域 
10,696.1 ha 

供 用 開 始 平成 17 年度 令和 6 年度時点で整備完了 

設置基数 103 基 最新：令和 6 年度 

処理区域内人口 353 人 最新：令和 6 年度 

処理水量 27 千㎥/年 最新：令和 6 年度 

有収水量 27 千㎥/年 最新：令和 6 年度 

 

表 2-4 個別排水処理施設整備事業の施設状況 

項  目 内   容 備   考 

処理区・地区名 
特定環境保全公共下水道事業及び農

業集落排水事業計画区域以外の区域 
10,696.1 ha 

供 用 開 始 平成 10 年度  

設置基数 185 基 最新：令和 6 年度 

処理区域内人口 611 人 最新：令和 6 年度 

処理水量 48 千㎥/年 最新：令和 6 年度 

有収水量 48 千㎥/年 最新：令和 6 年度 
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2.2. 使用料の状況 
各事業の使用料体系は同一となっており、基本使用料と従量使用料（超過使用料）の二部使用

料制を採用し、超過使用料は定額制となっています。 

これまでに計 3 回の使用料改定を実施しています。平成 12 年度の特定環境保全公共下水道事

業の供用開始時に使用料を設定し、平成 26 年度および令和元年度は、消費税率の改定に伴う改定

のみを実施しています。実質的な使用料改定は平成 12 年度以降実施していない状況です。 

現状の使用料体系は、基本料金が 10 ㎥まで 1,375 円（税込）、10 ㎥を超える分については、1

㎥あたり 148 円（税込）となっています。 

 

表 2-5 各汚水処理事業の使用料体系 

 
 

 特定地域生活排水処理事業と個別排水処理施設整備事業については、利用者負担の軽減を目的

として、条例により減額措置がなされています。合併浄化槽の規模に応じて、超過料金から 715

円～1,474 円を減額しています。 

 

表 2-6 浄化槽事業における減額措置 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

金額(税込)

(1㎥につき)

10㎥まで 1,375円 10㎥を超える分 148円

※畜産排水として、牛1頭につき231円、豚1頭につき90円

基本料金

(1か月あたり)
超過料金

汚水量 金額(税込) 汚水量

施設の規模 減額(税込)

5～6人槽 715円    

7～10人槽 1,067円    

11人槽以上 1,474円    

備考

電気料金相当額を超過料金から減
額。超過料金が電気料金相当額に
満たない場合は超過料金分のみを
減額。
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2.3. 組織体制の状況 
 事業運営効率向上のため、特定環境保全公共下水道事業や農業集落排水事業等の汚水処理事業

や水道事業などを含めた複数事業を建設水道課 7 人で兼務しています。 

 

表 2-7 組織体制 

 
 

 汚水処理事業における職員給与費の予算措置については、特定環境保全公共下水道事業として

2 名を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課長 課長補佐 係長 係員
会計年度
任用職員

合計

課長・課長補佐 1 1 2

上下水道総務係 1 1 2 4

上下水道工務係 1 0 0 1

合計 1 1 2 1 2 7

備考1：各汚水事業と水道事業を兼務

項目

職員数(人)

備考2：平成26年度に建設課と上下水道課が統合。統合時10人から業務内容・職員

　　　 数の見直しがなされ現在の人員数となっている。
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2.4. 民間活力の活用等 
2.4.1. 民間委託 

 各事業の現状の委託状況は下表に示すとおりとなっています。 

 

表 2-8 民間委託状況 

事業名 民間委託 

特定環境保全公共下水道事業 施設運転管理業務（放流水質検査含）、消防施設保守点検業務、

電気設備管理業務、脱水ケーキ収集運搬業務、移動式汚泥処理

施設運転管理業務、汚泥成分検査業務 

農業集落排水事業 施設運転管理業務（放流水質検査含）、汚泥収集運搬処理委託

業務、汚泥成分検査業務 

特定地域生活排水処理事業 個別排水処理施設維持管理業務 

個別排水処理施設整備事業 個別排水処理施設維持管理業務 

 

2.4.2. 指定管理者制度 

 今後の社会情勢、事業の収支バランス等を考慮しながら検討していく予定です。現状、具体的

な検討はしておりません。 

 

2.4.3. PPP・PFI 

 PPP・PFI とは官民連携の手法の 1 つであり、パブリック・プライベート・パートナーシップ・

プライベート・ファイナンス・イニシアティブといいます。具体的には、民間の資金、経営能力

や技術能力を活用して、公共施設等の設計・建設・維持管理等を行うことを意味します。 

 我が国では公共サービスの PPP/PFI を推進しており、水道・下水道・工業用水道分野における

PPP/PFI を「水の官民連携」（旧称：W-PPP）として推進しております。 

 なお、令和 9 年度以降、汚水管の改築に係る交付金については「水の官民連携」導入が決定済

みであることが要件化します。 

 

 本町では、「水の官民連携」（旧称：W-PPP）について、令和 7 年度に導入可能性調査を実施し

ています。今後も継続的に検討する予定です。 

 

2.4.4. エネルギー利用 

 経営改善のための手法の 1 つとして、消化ガス発電等の再生可能エネルギーの利用が挙げられ

ます。本町では、各事業、施設規模等を考慮した結果、投資効果が見込まれないと判断していま

す。従って、エネルギー利用はしておりません。 
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2.4.5. 土地・施設等利用 

 経営改善のための手法の 1 つとして、未利用地等を運動場(フットサルコートや野球場など)と

して整備し、町民利用へ活用すること等が挙げられます。 

特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業については、現状、利用可能な土地、施設

等がないため、活用しておりません。また、各浄化槽事業については、個人宅敷地内設置型のた

め、該当しません。 
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2.5. 経営比較分析表による現状分析 
最新の令和６年度時点の経営比較分析表を資料編に示します。 
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3. 将来の事業環境 

3.1. 推計期間の設定 
将来の事業環境の推計期間は、令和８年度から令和 37 年度までの 30 年間とします（令和６年

度までの実績値に基づき推計し、本計画の策定年度である令和７年度は実績扱いとします）。 

 

3.2. 処理区域内人口の予測 
3.2.1. 将来行政人口 

将来の行政人口について、国立社会保障・人口問題研究所（以降、社人研とよぶ）や本町の人

口ビジョン等の推計値がありますが、本計画では、社人研の推計値を令和６年度人口実績により

補正した値を採用します。 

本町では、直近 20 年程度、減少傾向となっており、今後もその傾向が続くことが予測されます。

令和６年度時点で 6,061 人となっている人口は、令和 37 年度には 3,227 人と推計されます。 

 

表 3-1 将来行政人口 

 
 

3.2.2. 処理区域内人口推計 

 事業別に計画域内人口比率を推計し、将来行政人口の比率按分により各事業の計画区域内人口

を設定し、整備状況を考慮して処理区域内人口※を推計しました。 

 次頁以降に各事業の処理区域内人口を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理区域内人口：汚水処理施設で汚水処理が可能な区域に住んでいる人口。 

 

 

  

項目 実績

2024 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055
R6 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37

4,615 4,153 3,690 3,227

予測

年度

行政人口(人) 6,061 5,968 5,498 5,050
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 特定環境保全公共下水道事業については整備が完了しており、処理区域内人口は行政人口と同

様に減少傾向となります。令和６年度時点で 3,459 人となっている人口は、令和 37 年度には 1,984

人と推計されます。 

 

表 3-2 特定環境保全公共下水道事業の処理区域内人口推計 

 
 

 農業集落排水事業についても整備が完了しており、減少傾向となります。令和６年度時点で 777

人となっている人口は、令和 37 年度には 413 人と推計されます。 

 

表 3-3 農業集落排水事業の処理区域内人口推計 

 
 

 特定地域生活排水処理事業についても整備が完了しており、減少傾向となります。令和６年度

時点で 353 人となっている人口は、令和 37 年度には 52 人と推計されます。 

 

表 3-4 特定地域生活排水処理事業の処理区域内人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 実績

2024 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055
R6 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37

予測

年度

処理区域内
人口(人)

3,459 3,426 3,194 2,970 2,746 2,244 1,9842,500

項目 実績

2024 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055
R6 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37

年度

処理区域内
人口(人)

777 764 704 532 472 413646 591

予測

項目 実績

2024 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055
R6 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37

54 39 28 17基数(基) 103 100 85 70

予測

年度

処理区域内
人口(人)

353 340 275 217 166 120 85 52
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 個別排水処理施設整備事業については整備が完了しておらず、年間８基を整備する見通しのも

と、処理区域内人口を推計しました。予測では、当初は大きく増加しますが、人口減少や世帯当

たり人口の減少を考慮しているため、増加速度が緩やかになり、令和 34 年度に整備が完了する見

込みです。 

 令和６年度時点で 611 人となっている人口は、令和 37 年度には 778 人と推計されます。 

 

表 3-5 個別排水処理施設整備事業の処理区域内人口 

 

 

 各事業の予測結果を整理すると下図に示すとおりとなります。 

 

 
図 3-1 処理区域内人口と汚水処理人口普及率 

 

 汚水処理人口普及率については、令和６年度の 85.8%から令和 37 年度には 100.0%と推計され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 実績

2024 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055
R6 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37

基数(基) 185 191 226 252

予測

286 297 271272

処理区域内
人口(人)

611 625 701 756 808 841 861 778

年度
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3.3. 有収水量の予測 
有収水量とは、料金の徴収対象となる水量を意味します。その予測方法については、まず、処

理区域内人口から水洗化人口を算出し、処理水量を予測します。続いて、処理水量に有収率を乗

じて、有収水量を推計します。 

 

＜有収水量の予測方法＞ 

① 水洗化人口＝処理区域内人口×水洗化率 

※浄化槽事業については、水洗化人口＝処理区域内人口 

② 水洗化率 

特定環境保全公共下水道事業：＋１ %／年、農業集落排水事業：＋0.5 %／年 

③ 処理水量＝水洗化人口×一人当たりの処理水量 

④ 有収水量＝処理水量×有収率 ※有収率は実績に基づき設定 

 

 水洗化人口と有収水量の予測結果を以下に示します。 

 

特定環境保全公共下水道事業においては、令和 24 年度までは水洗化率向上の取組みにより、概

ね現状を維持する予測となります。しかしながら、水洗化が概ね完了すると、人口減少の影響に

より減少します。令和６年度時点で 272 千㎥となっている有収水量は、令和 37 年度には 184 千

㎥となる予測となります。 

 

 
図 3-2 特定環境保全公共下水道事業における水洗化人口と有収水量の見通し 
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 農業集落排水事業についても特定環境保全公共下水道事業と同様の傾向です。令和６年度時点

で 54 千㎥となっている有収水量は、令和 37 年度には 37 千㎥となる予測となります。 

 

 
図 3-3 農業集落排水事業における水洗化人口と有収水量の見通し 

 

 

 特定地域生活排水処理事業の場合、整備が完了しており、人口減少に伴い、ほぼ一定の速度で

減少する見込みです。令和６年度時点で 27 千㎥となっている有収水量は、令和 37 年度には 4 千

㎥となる予測となります。 

 

 
図 3-4 特定地域生活排水処理事業における水洗化人口と有収水量の見通し 
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 個別排水処理施設整備事業については、新規整備による人口増加に伴い、有収水量は増加して

いきます。令和 34 年度に整備完了し、その後は人口減少により、水量も減少する見込みです。令

和６年度時点で 48 千㎥となっている有収水量は、令和 37 年度には 61 千㎥となる予測となりま

す。 

 

 
図 3-5 個別排水処理施設整備事業における水洗化人口と有収水量の見通し 

 

 なお、各事業における畜産排水の受け入れについては、令和６年度時点で特定環境保全公共下

水道事業のみとなっており、年間約 500 ㎥と非常に少ないことから、有収水量予測においては、

畜産排水を見込まないものとしました。 
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3.4. 使用料収入の見通し 
 過去の実績使用料単価（１㎥あたりの使用料（円））に基づき、将来の使用料単価を設定し、有

収水量×使用料単価により使用料収入を推計します。 

 なお、将来の使用料単価については改定を行わないものとし、また、単価の変動はないものと

しました。 

 

特定環境保全公共下水道事業においては、有収水量と同じ推移を示し、令和 24 年度までは概ね

現状を維持しますが、その後は減少します。令和６年度時点で 37,529 千円となっている使用料収

入は、令和 37 年度には 25,014 千円となる予測となります。 

 

 

図 3-6 特定環境保全公共下水道事業における使用料収入の見通し 

 

農業集落排水事業についても有収水量と同じ推移を示し、令和６年度時点で 8,026 千円である

使用料収入が、令和 37 年度では 4,792 千円となる見込みです。 

 

 

図 3-7 農業集落排水事業における使用料収入の見通し 
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 特定地域生活排水処理事業についても有収水量と同じ推移を示し、令和６年度時点で 2,674 千

円である使用料収入が、令和 37 年度では 393 千円となる見込みです。 

 

 

図 3-8 特定地域生活排水処理事業における使用料収入の見通し 

 

 個別排水処理施設整備事業についても有収水量と同じ推移を示し、令和６年度時点で 5,002 千

円である使用料収入が、令和 37 年度では 6,255 千円となる見込みです。 

 

 

図 3-9 個別排水処理施設整備事業における使用料収入の見通し 
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3.5. 施設の見通し 
3.5.1. 新規整備の見通し 

 本町の汚水処理人口普及率は、令和６年度時点で 85.8%となっています。特定環境保全公共下

水道事業、農業集落排水事業及び特定地域生活排水処理事業については、令和６年度時点で整備

率 100%となっており、整備は完了しています。個別排水処理施設整備事業については、実績等を

踏まえ、年あたり８基設置することを想定します。 

 

事業名 整備率 整備の見通し 

特定環境保全公共下水道事業 100% 

基本的にはなし 農業集落排水事業 100% 

特定地域生活排水処理事業 100% 

個別排水処理施設整備事業 42% ８基/年 

 

3.5.2. 修繕・改築等の見通し 

 いずれの事業も供用開始から約 20 年以上経過しており、処理場の機械電気設備や合併浄化槽

の機器設備類等の耐用年数を超え、一部の施設については既に修繕・改築を実施しており、今後

も必要となります。 

機械電気設備等以外についても、管渠については耐用年数が 50 年とされており、更新は直近の

課題となっていないものの管路のたるみや堆積物が原因で溢水が起こる等、劣化や損傷等の不具

合が増加することが見込まれます。 

 

このような状況のもと、特定環境保全公共下水道事業については、ストックマネジメント計画

により事業の効率化や費用の平準化等を図り、適切な点検・調査及び改築・修繕工事を実施して

いく予定です。 

ストックマネジメント計画とは、持続可能な下水道事業の実施を図るため、明確な目標を定め、

膨大な施設の状況を客観的に把握・評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、下水道施設を

計画的かつ効率的に管理する計画を意味します。 

 特定環境保全公共下水道事業以外の事業についても、計画的に維持管理を実施します。その他、

広域化・共同化、官民連携や DX 技術導入等の検討を行い、費用の抑制や事業の効率化を図りま

す。 

 

事業名 供用開始年度 経過年数 現状の見通し 

特定環境保全公共下水道事業 平成 12 年度 24 年  ストックマネジメント計画

等による老朽化対策、維持

更新の計画的な実施 
 広域化・共同化、官民連携、

DX 技術導入等の検討 

農業集落排水事業 平成 9 年度 27 年 

特定地域生活排水処理事業 平成 17 年度 19 年 

個別排水処理施設整備事業 平成 10 年度 26 年 
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 ストックマネジメント計画を参考に建設改良費を予測すると、当面 20 年間は 80,000 千円程

度、それ以降は 140,000 千円程度となります。当面 20 年間は管渠や処理場の土木建築設備の耐

用年数を超えないため費用が比較的少ないですが、耐用年数を超え始める 20 年後以降では費用

が増える見込みです。 

 

表 3-6 建設改良費の推計 

 
 

 
図 3-10 建設改良費の推計 

 

 

3.6. 組織の見通し 
下水道事業及び水道事業は建設水道課（上下水道）として一体的に運営しております。令和６

年度時点での職員数は７人となっており、今後もこの体制を維持する予定です。 

組織運営についてはこれまでの取組みを継続します。具体的には、広域化・共同化による業務

内容の見直しや、官民連携や DX 技術導入等による業務の効率化について継続的に検討し、全体

最適を図ります。また、これまでどおり、色麻町上下水道事業運営委員会を設置し、調査・審議

の上、水道事業及び下水道事業の整備推進及び管理運営を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 実績

2024 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055

R6 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37

工事費

(千円)

年度

予測

149,084 74,557 75,233 80,829 80,829 148,829 148,829 141,000
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4. 経営の基本方針 

4.1. 経営理念 
 本町の総合計画における基本理念は、「自然を愛し、人が輝き、夢のある持続可能なまちづくり」

です。色麻の自然、生活、文化を大切にし、共に考え、共に創る、「色麻に生きる喜び」を実感で

きるまちづくりの実現に向けて取組んでいます。また、将来像の 1 つとして、「自然や文化を活か

しつつ心地よく住み続けられる町」を掲げ、水洗化の取組み等を実施していくこととしています。 

 

 花川や保野川をはじめとする多くの河川・水路は、豊かな水資源の恵みをもたらすと共に美し

い自然景観を形成しており、汚水処理事業を通じて、これらの水資源を保全することが重要であ

ると考えます。また、町民が心地よく住み続けることができるまちづくりに貢献することが肝要

であると考えます。 

 

 以上を踏まえ、本計画の経営理念を以下に示すとおりに定めます。 

 

 
 

4.2. 経営の基本方針 
経営の基本方針については、本町の抱える課題、課題への対応方針を考慮したものとします。 

 

4.2.1. 本町の抱える課題 

 現況と将来事業環境の予測結果から、本町の課題をカネ・モノ・ヒトの視点別に抽出しました。 

 

 （カネの視点）汚水処理の機能を維持しつつも、中長期的な人口動態に伴う下水道使用料

収入の減少に対応し安定した下水道事業の経営を進める必要があります。 

 （モノの視点）合併浄化槽の新規整備が必要であり、また、管渠・処理場の土木・建築構

造物等、今後 20～30 年後に、これまで以上の施設の老朽化対策の必要性が高まってきま

す。 

 （ヒトの視点）老朽化対策など将来的な業務量増加が見込まれ、現状の組織体制で対応で

きる組織体制を構築・維持する必要があります。 
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4.2.2. 課題への対応方針 

 課題に対する対応方針を以下に示すとおりに定めました。 

 

 （カネの視点）未接続者への広報 PR 活動等を実施し、接続の促進を図ります。また、各

事業の財政状況や社会情勢等を把握・分析しつつ、使用料について継続的に検討します。 

 （モノの視点）合併浄化槽の整備を進めるとともに、計画的かつ効率的な改築更新や予防

保全的な維持管理業務による管渠・処理場等の延命化を図ります。 

 （ヒトの視点）広域連携による維持管理等の広域化・共同化・最適化、官民連携や ICT や

AI 等を活用した DX 技術導入等について検討し、事業の効率化を図ります。 

 

4.2.3. 経営の基本方針（案） 

 経営理念と課題への対応方針を踏まえて、経営の基本方針（案）を以下に示すとおりに定めま

す。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【経営の基本方針（案）(特定環境保全公共下水道事業)】 

① 経営基盤の向上 

 未接続者に対し、広報にて呼びかけるほか、必要に応じて接続の通知書を送付及び個

別訪問等を実施し接続の促進を図ります。 

 人口減少社会に伴い減少が予測される料金収入や施設の改築・更新費用を踏まえ、使

用料の適正化を図ります。 

② 安定的なサービスの提供 

 ストックマネジメント計画に基づき、事業費の平準化を図り計画的かつ効率的な改築

更新や予防保全的な維持管理を図ります。 

③ 事業運営の強化 

広域化・共同化・最適化、水の官民連携等の官民連携や DX 技術の導入について継続

的に検討し、将来的な体制強化を図ります。 
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【経営の基本方針（案）(農業集落排水事業)】 

① 経営基盤の向上 

 未接続者に対し、広報にて呼びかけるほか、必要に応じて接続の通知書を送付及び個

別訪問等を実施し接続の促進を図ります。 

 人口減少社会に伴い減少が予測される料金収入や施設の改築・更新費用を踏まえ、使

用料の適正化を図ります。 

② 安定的なサービスの提供 

計画的かつ効率的な改築更新や予防保全的な維持管理を図ります。 

③ 事業運営の強化 

広域化・共同化・最適化、水の官民連携等の官民連携や DX 技術の導入について継続

的に検討し、将来的な体制強化を図ります。 

【経営の基本方針（案）(特定地域生活排水処理事業)】 

① 経営基盤の向上 

人口減少社会に伴い減少が予測される料金収入や施設の改築・更新費用を踏まえ、使

用料の適正化を図ります。 

② 安定的なサービスの提供 

計画的な保守点検を実施します。 

③ 事業運営の強化 

共同化・最適化、水の官民連携等の官民連携や DX 技術の導入について継続的に検討

し、将来的な体制強化を図ります。 
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【経営の基本方針（案）（個別排水処理施設整備事業）】 

① 経営基盤の向上 

人口減少社会に伴い減少が予測される料金収入や施設の改築・更新費用を踏まえ、使

用料の適正化を図ります。 

② 環境保全の推進と安定的なサービスの提供 

合併浄化槽整備によって水環境保全に努めるとともに、計画的な保守点検を実施しま

す。 

③ 事業運営の強化 

共同化・最適化、水の官民連携等の官民連携や DX 技術の導入について継続的に検討

し、将来的な体制強化を図ります。 
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5. 投資・財政計画（収支計画） 

 投資・財政計画（収支計画）では、施設・設備の投資の見通しと財源の見通しについて、それら

の収支を均衡させるように各種施策を決めます。そして、投資や財源の費用を総務省による「経

営戦略ひな形」に整理します。 

 

5.1. 計画期間の設定 
 中長期の収支見通しを踏まえて計画を策定するため、長期間の試算を行い、検討の上、最終的

に計画として決定します。 

試算期間は、令和８年度から令 37 年度までの 30 年間とし、計画期間は、令和８年度から令和

17 年度までの 10 年間とします（本計画の策定年度である令和７年度は予算等を参照して整理し

ます）。 

 

5.2. 業績指標と目標の設定 
公共事業である下水道事業では持続的な安定したサービスを提供する必要があり、独立採算制

の原則に基づき、自立的な経営が求められます。その指標として経費回収率が挙げられ、「使用料

で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているか」を表した指標となっています。独立採算

制の要件を満たすには経費回収率が 100%を超えることが望ましいとされています。 

また、水質保全の観点で用いられる指標として水洗化率が挙げられます。処理区域内人口のう

ち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標で、100%となっている

ことが望ましいとされています。本指標は使用料収入にも係る指標で、高いほど料金収入が上が

ります。 

本計画では、経費回収率と水洗化率の 2 つの指標を業績指標として定めます。 

 

 経費回収率の目標値については、社会資本整備総合交付金等における重点配分要件に関する事

務連絡「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項（令和２年

７月 22 日付け国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事業課事務連絡）」を参考に 80%と

します。 

 水洗化率については、特定環境保全公共下水道事業が１ %／年、農業集落排水事業が 0.5 %／

年の水洗化の取組みを行い、また、個別排水処理施設整備事業において、８基／年の合併浄化槽

を整備することで、90 %を目標として掲げます。 
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＜参考＞ 

社会資本整備総合交付金等における重点配分要件に関する事務連絡「下水道事業における収

支構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項（令和２年７月 22 日付け国土交通省水

管理・国土保全局下水道部下水道事業課事務連絡）」では、公営企業会計を適用した地方公共

団体においては、以下のいずれにも該当しないことが要件とされています。 

 

① 経費回収率の向上に向けたロードマップに定めた業績目標を達成できていない。 

② 令和７年度以降、供用開始後 30 年以上経過しているにも関わらず、使用料単価が 150 円/

㎥（税抜）未満、かつ経費回収率が 80％未満であることに合わせ、15 年以上経費回収率向

上のための使用料改定を行っていない。 

 

社会資本整備総合交付金等における重点配分要件の１つとして、経費回収率 80%以上である

ことが示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【業績指標の目標値（目標年度：令和 17 年度）】 

経費回収率：50%（現状）→80% 

水洗化率：83%（現状）→90% 
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5.3. 試算条件 
 「３．将来の事業環境」を踏まえた試算条件を条件１として、下表に示すとおりとします。 

 

表 5-1 試算条件１（１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

試算条件

基本条件

黒字に設定。

不足ゼロに設定。

「中長期の経済財政に関する試算(令和7年8月7日経済財政諮問会議提出) 内閣府 」に基づき、

約2.0%に設定。

「中長期の経済財政に関する試算(令和7年8月7日経済財政諮問会議提出) 内閣府 」に基づき、

約3.0%に設定。

収益的収支

収益的収入

実績単価に基づき算出。

設定なし。

純利益を確保するための財源分を設定。

設定なし。

既得資産に係る戻入額に、令和7年度以降新規取得資産の戻入額を合算。

設定なし。

収益的支出

職員給与費

基本給
特環：実績値に基づき、賃金上昇を反映。※2名分

その他：設定なし。

退職給付 設定なし。

その他
特環：実績値に基づき、物価上昇を反映。

その他：設定なし。

経費

動力費
特環・農集：実績単価に基づき算出し、物価上昇を反映。

その他：設定なし。

光熱水費・通信運搬費
特環・特環：実績値に基づき、物価上昇を反映。

その他：設定なし。

修繕費 実績値に基づき、物価上昇を反映。

材料費
特環・特環：実績値に基づき、物価上昇を反映。

その他：設定なし。

薬品費
特環：実績単価に基づき算出し、物価上昇を反映。

その他：設定なし。

路面復旧費
特環・特環：実績値に基づき、物価上昇を反映。

その他：設定なし。

委託費 実績単価に基づき算出し、物価上昇を反映。

その他 実績値に基づき、物価上昇を反映。

営業外　その他

項目

年度別純利益

補填財源不足額

物価上昇率

賃金上昇率

料金収入

営業　その他

他会計補助金

その他補助金

長期前受金戻入
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表 5-2 試算条件１（２／２） 

 

 

 条件１では、料金収入の使用料単価を現状維持として設定します。 

 条件１の他、使用料単価を改定する条件を２つ設定し、試算します。使用料単価を改定する条

件は以下に示すとおりとします。 

 

（条件２）令和 10、15 年度に 30%値上げ、令和 29 年度に 20%値上げ 

（条件３）令和 10、15、20 年度に 20%値上げ、令和 31 年度に 20%値上げ 

 

 

 

 

 

  

試算条件

収益的収支

収益的支出

既得資産に係る減価償却費に、令和7年度以降新規取得資産の減価償却費を合算。

※新規取得資産の償却期間:管渠50年、マンホールポンプ(MP)25年、処理場土木建築50年、処理場

機械電気25年、浄化槽土木40年、浄化槽機械電気11年

令和6年度までに借入れた企業債の支払利息に、令和7年度以降新規分の支払利息を合算。

・新規事業債(管渠・MP・処理場)：利率2%、5年据置+25年=30年償還、元利均等

・新規事業債(浄化槽土木)：利率2%、5年据置+25年=30年償還、元利均等

・新規事業債(浄化槽機械電気)：利率2%、5年据置+10年＝15年償還償還、元利均等

設定なし。

資本的収支

資本的収入

特環：管渠・MPは建設改良費の100%。処理場は50%。

農集：建設改良費の50%。

浄化槽(特地)：設定なし。

浄化槽(個別)：建設改良費の100%。

他会計出資金 補填財源不足解消のための財源分を設定。

特環：処理場の建設改良費の50%。

農集：建設改良費の50%。

浄化槽(特地)：設定なし。

浄化槽(個別)：設定なし。

実績値に基づき設定。

設定なし。

資本的支出

特環：新規整備なし。改築費については、ストックマネジメント計画を参照し、物価上昇を考

慮。

農集：新規整備なし。処理場機械電気の改築費については、特環の改築費を規模補正し設定。管

渠と処理場土木建築については、概ね耐用年数を迎える20年後以降に設定。

浄化槽(特地)：設定なし。

浄化槽(個別)：新規整備については、整備完了する令和32年度まで8基/年。改築費については、

設定なし。※修繕対応

うち職員給与費 設定なし。

令和6年度までに借入れた企業債の元金償還金に、令和7年度以降新規分の元金償還金を合算。

※返済方法は上述「支払利息」参照

工事負担金

その他

建設改良費

企業債償還金

項目

減価償却費

支払利息

その他

企業債

国・県補助金
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5.4. 試算結果 
 業績指標として設定した経費回収率と水洗化率についての試算結果（全汚水処理事業）を下図

に示します。 

 

 
図 5-1 経費回収率の試算結果（全汚水処理事業） 

 

 
図 5-2 水洗化率の試算結果（全汚水処理事業） 

 

 使用料改定を行わない条件１では、物価上昇等に伴い減少する一方となります。中長期的な予

測を踏まえても、早期の経費回収率改善が求められます。 

 最大 30％値上げを３回実施する条件２では、令和 15 年度に経費回収率 80％を達成し、その

後も概ね 80％以上を維持することができる予測となります。 

 条件２よりも一回当たりの値上げ幅が小さい条件３では、令和 17 年度に経費回収率 80％を達

成しませんが、令和 20 年度に 80％以上を達成・維持することができる予測となります。 

 

 これらの試算結果を踏まえ、業績指標の目標を達成する、条件２を収支計画として採用しま

す。 
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 他会計繰入金（収益的収支）についての試算結果については、図 5-3 に示すとおりとなりま

す。 

 

 
図 5-3 他会計繰入金（収益的収支）の試算結果 

 

 他会計繰入金は経費回収率とは相反する関係です。 

使用料改定を行わない条件１では、経費回収率が減少するのに対して、他会計繰入金は基本的

に増加し続けます。値上げを実施する条件２あるいは条件３では、使用料改定に伴い経費回収率

が上昇するのに対して、他会計繰入金は減少します。経年的には概ね現状維持する見込みとなり

ます。このように、使用料改定により一般会計からの繰入金は抑制されます。 

 なお、令和 33 年度以降については、減価償却費の減少に伴い他会計繰入金も減少します。 
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5.5. 投資・財政計画（収支計画） 
 試算条件２に基づいた収支計画の概要を以下に示します。 

 なお、総務省による「経営戦略ひな形」に整理した収支計画については資料編に整理します。 

 

5.5.1. 収益的収支に関する収支計画 

収益的支出については、物価上昇に伴う営業費の増加により、経年的に微増する見込みです。

収益的収入については、使用料改定に伴い料金収入が増加し、維持管理費（減価償却費を除いた

営業費）分の回収に近づきます。ただし、料金収入だけでは、支出に対して不足するため、一般

会計からの繰入金等により純益を確保する計画とします。 

なお、使用料改定により一般会計からの繰入金は抑制されます。 

 

 
図 5-4 収益的収支に関する収支計画 
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5.5.2. 資本的収支に関する収支計画 

資本的支出については、建設改良費の平準化を図っており、また、償還金が減少していくため、

減少する見込みです。 

資本的収入については、補填財源不足額が発生しないように一般会計からの繰入金等により財

源を確保しますが、建設改良費の平準化等によって支出を抑制しているため、繰入金も減少して

いく見込みです。 

 

 
図 5-5 資本的収支に関する収支計画 
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6. 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

今後、本計画の実施状況を適宜評価・検証を行いながら、概ね 5 年ごとに見直しを行うととも

に、計画と実績の乖離が著しい場合、又は計画の前提となる経営・財政の条件が大幅に変更にな

った場合には、その段階で見直しを実施し、計画の精度を高めていきます。 

見直しに当たっては、計画と実績との乖離及びその原因を分析するとともに、PDCA サイクル

を活用し、事業全体の実施方針について改めて検討します。 
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7. 経費回収率向上に向けたロードマップ 

7.1. 計画期間 
 本経営戦略の計画期間は、令和８年度から令和 17 年度までの 10 年間とします（本計画の策定

年度である令和７年度は予算等を参照して整理します）。 

 

7.2. 業績指標と目標の設定 
 業績指標として経費回収率と水洗化率を定めます。目標値は以下のとおりとします。 

 

表 7-1 業績指標と目標値 

 

 

7.3. 経費回収率向上のための具体的な取組と実施時期 
7.3.1. 収入増加の取組 

① 水洗化率向上 

 未接続者に対する広報呼びかけ等による接続促進を継続的に実施します。従前より取組

んでおり、今後も継続します。 

 合併浄化槽設置について、年あたり８基を目標として実施します。従前より取組んでお

り、今後も継続します。 

② 使用料改定の検討 

 令和８、９年度に検討し、必要に応じて、令和 10 年度に改定を実施します。 

 令和 12 年度の経営戦略の見直し等を踏まえ、必要に応じて、令和 15 年度に改定を実施

します。 

 

7.3.2. 支出削減の取組 

① 計画的な維持管理 

 ストックマネジメント計画等に基づいた事業費の平準化や計画的かつ効率的な改築更新

や予防保全的な維持管理を図ります。従前より取組んでおり、今後も継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

現況
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

(中間⽬標) (⽬標)

経費回収率(%) 50 70 80
⽔洗化率(%) 83 87 90

※R7値については、改定時点で確定値がないため、R6値を掲載しています。

計画
項⽬
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7.4. 経費回収率向上に向けたロードマップ 
国土交通省「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進」に基づき、経費回収率

の向上に向けたロードマップを下表に示します。 

 

表 7-2 経費回収率向上に向けたロードマップ 

 
 

本計画は概ね５年に１回の頻度で見直す必要があることから、次回見直しを令和 12 年度に予

定しており、令和 15 年度の使用料改定については、改めて検討します。 

 

 その他、具体的な取組として位置づけていませんが、広域化・共同化・最適化、水の官民連携

等の官民連携や DX 技術の導入について継続的に検討し、必要に応じて、今後の取組に反映しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現況
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

経営戦略(計画期間)
経営戦略改定 ◎ ◎ ◎
使⽤料の検討
使⽤料改定 ◎ ◎
⽔洗化率向上
計画的な維持管理

※使⽤料改定については必ず実施するということではありません。

項⽬
計画



 

36 

8. 資料編 

8.1. 投資・財政計画（収支計画）表 
 各事業の収支計画表を次頁以降に示します。 
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8.2. 経営比較分析表 
 最新の令和６年度時点の経営比較分析表（各事業別）を次頁以降に示します。 
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経営比較分析表（令和6年度決算）
宮城県　色麻町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
109.28 55.85 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 非設置

普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

6,103

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①について、経常収支比率は100％を超えているが、使用
料だけでは経費が回収出来ず、一般会計からの繰入金の割
合が大きい。
③について、100％を切っており、類似団体平均を下回っ
ていることから、他の事業も含め令和8年度より使用料改
定作業を行い、経営改善を図る。
④について、平成25年度で工事が完了しており借入額が減
少傾向にあるものの、今後改修工事の計画があり借入額が
増える見込みである。なお、地方債償還に要する費用につ
いては全額一般会計より負担する事となっているため、当
該値は0.0となっている。
⑤について、経費回収率は69.33％となっている。今後も
一般会計より繰入を行わなければ現状維持は困難であり、
他の事業も含め令和8年度より使用料改定作業を行う。
⑥について、毎年設置戸数が増えており、また、近年の物
価上昇等の影響により維持管理費も増加していることか
ら、平均値を上回っていると思われる。今後長寿命化事業
により効率の良い機器に交換することにより維持管理費の
削減及び下水接続ＰＲを強化し、低単価を目指す必要があ
る。
⑦施設利用率については39.61％となっている。人口減少
に伴い当該地も減少傾向にあり、接続ＰＲを強化し、水洗
化率の向上に努める。
⑧について、全国平均を下回っており、今後パンフレット
配布、町広報誌の活用、また私道内下水道設置助成の改正
により、更なる水洗化を推進する。

資金不足比率(％)

- 72.85 57.07 76.56 2,855

自己資本構成比率(％)

3,459 1.62 2,135.19 【】 令和6年度全国平均

平成12年度より供用を開始しており24年が経過して
いる施設である。近年、電気関係の機器の耐用年数
を迎えていることから、令和5年から計画的な機器
更新を実施している。

2. 老朽化の状況

全体総括

使用料の見直しにより使用料の収入増を図り、町財
政の費用負担の軽減を目指す。また、水洗化率につ
いては、下水接続のＰＲ活動により全国平均の水準
を目指す。機器類の更新については有利な補助事業
の活用により計画的に進める。また、策定した経営
戦略に基づき、計画的・効率的な事業運営を推進す
る。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.07】 【63.54】 【50.90】 【1,099.15】

【86.31】【43.17】【225.78】【72.92】

【30.82】 【0.06】 【0.15】
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経営比較分析表（令和6年度決算）
宮城県　色麻町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
109.28 55.85 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置

普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

6,103

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①について、料金収入と併せて一般会計からの繰入を行っ
ているが、今後他事業と併せ料金の見直しを行い、比率の
増を図る。
③について、100％を切っており、類似団体平均を下回っ
ていることから、他の事業も含め令和8年度より使用料改
定作業を行い、経営改善を図る。
④について、平成11年度で工事は完了しており、新たな借
入予定もないことから、企業債残高は、R7年度をピークに
減少していくものと見込んでいる。
なお、地方債償還に要する費用については全額一般会計よ
り負担する事となっているため、当該値は0.0となってい
る。
⑤について、61.35%となっている。今後、各機器の更新時
に効率の良い機器に更新し維持管理費の軽減を図ると共
に、他の事業も含め令和8年度より使用料改定作業を行
う。
⑥について、平均値を下回っているが、今後維持管理費の
軽減を図り単価を下げる必要がある。
⑦について、年々人口減少傾向にあり施設利用率は
56.27％となっている。
⑧について、今後は若干の変動はあるものの80％台を推移
するものと思われる。しかし、人口の減少、高齢化等の要
因から新規接続の申し込みも年間3戸程度となっているた
め、今後も下水接続の広報活動に努め、更なる水洗化率の
向上に努める。

資金不足比率(％)

- 86.35 12.82 80.93 2,855

自己資本構成比率(％)

777 0.70 1,110.00 【】 令和6年度全国平均

平成9年度より稼働しており、すでに27年が経過し
た施設である。各機器等の修繕は随時行っているが
全体的に耐用年数を過ぎており、平成29年度より機
器の更新を実施し、令和元年度に完了した。

2. 老朽化の状況

全体総括

補助事業により各種機器を効率の良いものに更新し
維持管理費用の軽減及び施設の長寿命化対策に努め
る。また、継続的に接続の広報活動を行い、水洗化
率の向上を図ると共に、人口減少等に伴い使用料の
見直しを行い適正な料金を設定していく。また、策
定した経営戦略に基づき、計画的・効率的な事業運
営を推進する。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.30】 【102.74】 【47.19】 【798.10】

【87.80】【49.92】【286.33】【54.51】

【28.46】 【0.03】 【0.02】
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経営比較分析表（令和6年度決算）
宮城県　色麻町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
109.28 55.85 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 特定地域生活排水処理 K2 非設置

普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

6,103

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①について、74.89％となっており、100％を下回っ
ている。地方債償還金は減少しているものの、料金
収入当該収入だけでは経費が回収できないことか
ら、一般会計からの繰入によるところが大きい。令
和8年度から料金改定業務を実施するため、シミュ
レーションを実施し、適正な料金の設定を検討す
る。
④について、今後借入の見込みがなく、令和20年度
に償還が終了し、残高が0となる。なお、地方債償
還に要する費用については全額一般会計より負担す
る事となっているため、当該値は0.0となってい
る。
⑤について、料金収入に対して維持管理費用が多額
である。①同様使用料だけでは経費が回収できない
状況であるため、他の事業も含め令和8年度より使
用料改定作業を行う。
⑥について、1戸当たりの使用人数が比較的多いた
め平均値を下回っていると考えられる。
⑦について、浄化槽設置希望者が対象で有り稼働率
は51.02％である。
⑧について、浄化槽設置希望者が対象であるため、
水洗化率は100％である。

資金不足比率(％)

- 46.00 5.82 100.00 2,855

自己資本構成比率(％)

353 0.65 543.08 【】 令和6年度全国平均

平成17年度から使用を開始しており、19年を経過し
ブロワー等の故障が発生、その都度修繕、更新を
行っている。

2. 老朽化の状況

全体総括

浄化槽設置基数は103基であり、今後増加すること
は無く、経営状況もこのまま推移するものと思われ
るが、今後耐用年数28年を迎える浄化槽の計画的な
更新が必要となってくる。また、策定した経営戦略
に基づき、計画的・効率的な事業運営を推進する。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【100.06】 【84.61】 【106.63】 【386.06】

【84.89】【54.37】【329.31】【51.14】

【26.38】 【-】 【-】
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平成10年から使用を開始している浄化槽があり、耐
用年数も28年となっており、今後更新時期を迎える
ことになる。
現在はブロワー及び放流ポンプ等に故障が発生した
場合、交換・修繕を行っている。

2. 老朽化の状況

全体総括

浄化槽本体の耐用年数が近づいており、新規設置工
事と併せ、今後計画的な更新が必要となってくる。
特環地区、農集地区以外の地域においては浄化槽設
置のＰＲ活動により水洗化を推進する。
また、策定した経営戦略に基づき、計画的・効率的
な事業運営を推進する。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

611 0.19 3,215.79 【】 令和6年度全国平均

処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①について、35.82％となっており100％を下回って
いる。地方債償還金は減少しているものの、料金収
入当該収入だけでは経費が回収できないことから、
一般会計からの繰入によるところが大きい。令和8
年度から料金改定業務を実施するため、シミュレー
ションを実施し、適正な料金の設定を検討する。
④について企業債残高対事業規模比率は、新規の起
債はあるものの、全額一般会計繰入金（基準内繰
入）を財源としているため低水準となっている。
⑤について、料金収入に対して維持管理費用が多額
である。①同様使用料だけでは経費が回収できない
状況であるため、他の事業も含め令和8年度より使
用料改定作業を行う。
⑥について、毎年設置戸数が増えており、また、近
年の物価上昇等の影響により維持管理費も増加して
いることから、平均値を上回っていると思われる。
⑦について、浄化槽設置希望者が対象で有り稼働率
は80.00％である。
⑧について、浄化槽設置希望者が対象であるため水
洗化率は100％である。

資金不足比率(％)

- 4.13 10.08 100.00 2,855

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

6,103

処理区域内人口(人)

109.28 55.85 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 個別排水処理 L2 非設置

経営比較分析表（令和6年度決算）
宮城県　色麻町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
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①経常収支比率(％)
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平均値 - - - - 44.52
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【100.11】 【144.34】 【114.26】 【876.32】

【82.62】【45.56】【390.09】【39.48】

【39.30】 【-】 【-】
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8.3. 県内下水道料金表 

 

 

 

 

一般家庭使用料(円) 一般家庭使用料(円)

（1ヶ月20m3あたり） （1ヶ月20m3あたり）

村田町 4,614 柴田町 3,300

登米市 4,243 2か年(R5,6)で38%改定 名取市 3,300

白石市 4,235 大郷町 3,150

南三陸町 4,104 松島町 3,140

栗原市 4,070 角田市 3,130

美里町 4,020 R6に7.5%改定 大河原町 3,080

塩竈市 3,905 気仙沼市 3,058

大崎市 3,740 岩沼市 2,948

蔵王町 3,722 R5に28%改定 涌谷町 2,910

山元町 3,652 色麻町 2,855

亘理町 3,575 七ケ宿町 2,690

東松島市 3,575 七ケ浜町 2,530

石巻市 3,575 富谷市 2,420

女川町 3,520 大和町 2,255

大衡村 3,500 多賀城市 2,035

丸森町 3,470 仙台市 1,917

川崎町 3,454 利府町 1,595

加美町 3,352

団体名 団体名直近の改定状況 直近の改定状況


